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一一公機関による侵害に焦点をあてて一一
中谷実
ーはじめに
二 消極主義のアプローチ
《消極主義I))
付 「行政処分に当たらず不適法」アフ。ローチ
《消極主義II))
αタイプ
付 「法律上の保護/過失ありJアプローチ
βタイプ
付 「法的保護の対象/情報の内容・性質(秘匿性弱)と
公益の必要性との衡量Jアプローチ
仁:) I法的保護の対象/秘匿性弱/行政目的の正当性・必要性/
手段の合理性」アプローチ (以上， 33巻 3・4合併号)
《消極主義II)
付 「憲法 13条(私生活上の自由)/公共の福祉Jアプローチ
仁:) I憲法 13条(私生活上の自由・プライパシー)/公共の福祉j
アプローチ
程:) I憲法 13条(その趣旨)/公共の福祉jアプローチ
(同 「憲法 13条(個人の自由ないし権利・情報)/公共の福祉J
アプローチ
(司 「憲法 13条(私生活上の平穏)/公共の福祉」アプローチ
(六) I憲法 13条(個人の自由)/制約可Jアプローチ (以上， 34巻 1号)
同 「憲法 13条(私生活上の自由・情報・プライパシー)/
公共の福祉他Jアプローチ
(瓜 「憲法 13条(私生活上の自由・情報)/公共の福祉他jアプローチ
(対 「憲法 13条(自己情報コントロール権)/公共の福祉他」アプローチ
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(+) I憲法 13条(私生活の平穏・情報)/公共の福祉」アプローチ
(以上， 34巻2号)
(十一) I憲法 13条(人格的自律・自己情報コントロール権)/
公共の福祉他」アプローチ
(十二) I憲法 13条(私生活の平穏・人格的自律・一般人の感受性)/
具体的危険なし」アプローチ
(十三) I憲法 13条(私生活上の自由・情報をみだりに開示，
公表されない自由)/具体的危険なし」アプローチ (以上， 35巻1号)
ー積極主義のアプローチ
《積極主義I))
(→ 「憲法 13条(私生活上の自由・肖像権)/プライパシー権侵害j
アプローチ。I基本的権利(プライパシーの権利)/比較衡量・プライパシー権
侵害」アプローチ
(三) I憲法 13条(人格的自律・私生活上の平穏)/比較衡量・
プライパシー権侵害Jアプローチ
同 「憲法 13条(人格的自律・私生活における平穏・自己情報
コントロール権)/具体的危険あり・プライパシー権侵害」
アプローチ
《積極主義II))
《積極主義II) (以上，本号)
積極主義のアプローチ
《積極主義I))
←1 r憲法 13条(私生活上の自由・肖像権)/
プライパシー権侵害」アプローチ
A 概要
これは，憲法 13条等は，私人が私生活において他から干渉されないプラ
イパシーの権利の一種として，承諾がなく自己の写真を撮影されたり，世間
に公表されない権利(肖像権)もしくは利益を保障するとするが，公共の福
祉のため，犯罪捜査の必要上写真撮影の許容される場合があるとし，問題と
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なった〔情報〕は，許容される場合には該当しないとして，被告人に有利な
判断をするアプローチである。このアプローチは，ある程度，プライパシー
権へのマイナスのコミットもするが，プライパシー権へのコミットはより
強い。
B 裁判例
(1) S-40. 3. 8 <容貌【収集】/刑事〉東京地判昭和 40年 3月8日1)(判時405号
12頁，②→43.1.26(容貌【収集】/刑事〉東京高判)は，公安職員による写真撮影が
違法か，公安職員に対する行為が公務執行妨害罪を構成するかについて，憲
法 13条等は，私人が私生活において他から干渉されないプライパシーの権
利の一種として，承諾がなく自己の写真を撮影されたり，世間に公表されな
い権利即ち肖像権を保障するとするが，公共の福祉のため，犯罪捜査の必要
上写真撮影の許容される場合があるという。そして，犯罪捜査のため，被疑
者の写真撮影が許される場合について， i刑事訴訟法第 218条第2項に身体
の拘束を受けている被疑者の写真撮影をするには，被疑者を裸にしない限
り，令状によることを要しないとの規定があるに止まり，任意捜査の方法と
しての写真撮影については特別の規定がない」とするが， i現に犯罪が行な
われその犯人を逮捕する場合は勿論，その証拠保全の必要ありと認められる
とき，或いは逮捕状が発せられている被疑者の逮捕，緊急逮捕の要件の備
わっている被疑者の逮捕のさいは勿論，それらのものを逮捕するための証拠
保全として写真撮影が必要な場合には，被疑者の肖像権の侵害であり，且つ
又その明示の意思に反しでも写真撮影は許される」という。本件について
は， i公安職員の写真撮影をなした現場はん「何ら犯罪の行われた場所とは
認められず，その他右の何れの場合にも該当せず，本件写真撮影は許されな
いJ2)， i本件において，被告人等のとった行動はプライパシーの権利に対し
てなされた侵害を回復する手段を発見し，併せて将来予想される同種の侵害
を防止するため己むを得ずなされたものであり，本件行為以外にその目的を
果す必要な方法がなJし「被告人等の本件行為は公訴事実記載のごとき強
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度な暴行々為とは認められず，その他被告人等が本件行為をなすまでの諸般
の事情を考慮するとき，被告人等の本件行為は止むを?得ずしてなされた相当
な行為であるJ，r従って被告人等の本件撮影妨害行為にや h妥当を欠く点が
あったとしても，違法な写真撮影により職員の権利が著しく害されつ凶ある
場合においては，侵害さるべき法益との均衡を失わない限度において更に又
社会通念上許される相当な手段方法によりなされたものであるならば何らか
の犯罪構成要件に該当したとしても，これを法秩序全体の見地から刑法第
35条の正当行為と見倣し実質的には何ら違法性を持たないJとし，本件各
所為は公務執行妨害の点においても暴行傷害の点においても罪とならないと
する。
(2) 5-43. 1. 26 <容貌【収集】/刑事〉東京高判昭和43年 1月26日(判時513
号 11頁，①→S-40.3. 8 (容貌【収集】/刑事〉東京地判)は，検察官の主張一一犯罪捜
査のため人の意思に反しその肖像を写真撮影できるのは，強制処分が許され
る刑事訴訟法第220条の各場合に限られるとの原審の判示は憲法第 13条等
の解釈適用を誤っている3) について，わが国において実定法上肖像権が
確立されているとはいえないが，憲法第13条が保障する自由及び幸福追求
に関する国民の権利のー内容として公共の福祉に反しない限り，国民はその
承諾なくして写真を撮影されたり，これをみだりに公表されたりすることの
ない利益を有するという。そして，犯罪捜査のため被疑者の写真撮影が許さ
れる要件について， r原判決が現行犯人その他被疑者の逮捕の際及びこれら
の者を逮捕するについて必要があるときに限定しているのは，その要件が厳
格に過ぎるものと解せられるし，犯罪捜査のための被疑者の写真撮影は，原
判決が判示する以外の場合においても，現に罪を犯したと疑うに足りる相当
な理由がある場合，犯罪がまさに行われようとしている場合及び既に発生し
た犯罪に引続き更に犯罪が発生しようとする情況がある場合において，証拠
保全の必要性及び緊急性が認められその方法が一般的に容認される相当性を
備えるときは，相手方の意思に反しでもこれをなし得るものと解すべきであ
るから，原判決が犯罪捜査のため被疑者の写真撮影が許される要件につき
48 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義国
とった見解は狭きに失するj とするが， i犯罪捜査のための被疑者の写真撮
影は，刑事訴訟法が定める任意捜査が被疑者の同意を前提としていることを
考慮すると，強制捜査的要素もないわけではなし撮影された写真が将来公
判審理において有力な証拠として使用される確率が高いので，前記の写真撮
影の許される要件を個々の事案に適用するに際しては，前記の国民の写真撮
影に関する利益を不当に侵害しないような配慮が必要で、あるん「本件の場
合，公安職員が写真撮影を開始した時点においてJ，i必要性・緊急性・相当
性の点を問題とするまでもなく，右要件を欠く j とし， i原判決には憲法第
l3条の解釈適用及び犯罪捜査のための写真撮影が許される要件について多
少の判断の誤りがないわけではないが，右の誤りは，本件においては，判決
に影響を及ぼさないJとして控訴を棄却する。
C このアプ口ーチを支える思想
(1) プライパシー権への強いコミット
(a) <容貌【収集】/刑事〉
(方憲法l3条等は，プライパシーの権利の一種として，承諾がなく自
己の写真を撮影されたり，世間に公表されない権利・利益を保障す
る
5-40.3.8 <容貌【収集】/刑事〉東京地判は， i人はその承諾がないのに，自
己の写真を撮影されたり，世間に公表されない権利即ち肖像権を持つ。それ
は私人が私生活に他から干渉されず，私的なできごとについて，その承諾な
しに公表されることから保護される権利であるプライパシーの権利の一種と
見ることができょう。それは憲法第 13条は個人の生命自由及び幸福追求に
対する国民の権利が最大限に尊重されるべきを規定し，その他憲法の人権保
障の各規定からも実定法上の権利として十分認め得る。刑法第 133条，軽犯
罪法第 I条第23号などはこれを認める趣旨の規定と解され，私事をみだり
に公開されないとする保障は，今日のようなマスコミの発達した社会におい
ては，益々その必要性が痛感されるjという。 5-43.1.26 <容貌【収集】/刑事〉
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東京高判も同旨4)。
(ィ)任意捜査の方法としての写真撮影には限界
S-40. 3. 8 <容貌【収集】/刑事〉東京地判は， I任意捜査は相手方の承諾を得
て行うのが原則である。しかるに写真撮影は相手に気付かれず，又は相手の
意思に反してまでも行うことができるので，右プライパシーの権利が法に
よって保護されるとの立場よりすれば，この国家権力と人権の保障との鋭い
対立を如何に調和させるべきか，困難な問題が生ずるJ，Iとにかくこのプラ
イパシーの権利としての肖像権は右のごとく権利としての稀薄d性のためか，
被害者が直接的な痛俸を感じないためか，この権利の保護は軽ろんじられる
傾向にあり，犯罪捜査とかの理由のみで，無批判的にその侵害が正当化され
る場合が多い。だからと云って，犯罪捜査の名のもとに，捜査官等が単純に
被疑者とされた人々には，既にプライパシーの権利保護の要なし無制限に
写真撮影が許されるとする考え方，即ち写真をとるのは職務上の必要があれ
ば当然だとするような人権感覚で捜査が行われたのでは，任意捜査規定はそ
の存在意義を失うであろうJ，I本件のごとし写真撮影がその釈明とそれに
基く拒否とが明らかとなった場合においてはプライパシーの権利の一種とし
ての肖像権が最も鮮明に表明された場合で、あって，それでもなおかつ任意捜
査としての写真撮影が強行できるとするならば，結局任意捜査としての写真
撮影は無制限に許されること hなり，その肖像権の保護は捜査官の良識にま
つ外はあるまい。写真撮影は一種の機械力を使用して，前述のごとし相手
方の意に反してまでも行うことができる点を考慮するとき，多分に強制処分
的な要素も含まれているん「然し当裁判所は任意捜査の場合の写真撮影まで
すべて強制処分であるとするものではないが，任意捜査の本質と写真撮影行
為の特質とを考察するとき，本件のごとしプライパシーの権利侵害のおそ
れあり，しかも相手方が明かにその拒否の意思表示をなしている場合は原則
として違法と解する。然しか hる場合においても，なおかつ犯罪捜査のため
写真撮影の強行さるべき必要性のあることは認めなければなるまいが，その
場合は令状なくして強行処分の許される刑事訴訟法第220条の各場合に限る
50 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義伍)
べき」という。 5-43.1.26 <容貌【収集】/刑事〉東京高判は， r犯罪捜査のため
の写真撮影は，刑事訴訟法が令状を必要とする旨規定していないところから
みて任意捜査であると解すべきであるが他面写真機及びプイノレムの機械的操
作により人の意思に反する撮影をたやすくすることができ，撮影した写真
は，信用性のある証拠として，公判審理の際に使用される確率が高いもので
あるから，犯罪捜査に必要があるというだけの理由で無制限に被疑者の写真
撮影が許されるとすることは，行き過ぎである」という。
(2) プライパシー権へのある程度の弱いマイナスのコミット(対抗利益へ
のコミットイ也)
(a) <容貌【収集】/刑事〉
(方公共の福祉のため撮影が許される場合がある
5-40.3.8 <容貌【収集】/刑事〉東京地判は，肖像権「も他の権利と同様無制
限ではあり得ない。公益上の理由，報道の自由などよりの制約もま均がれな
いことは，憲法第 13条の規定lこ照らしでも明らかであり，公共の福祉のた
め，犯罪捜査の必要上写真撮影の許容される場合」があるという。 5-43.1.
26 <容貌【収集】/刑事〉東京高判も， r承諾なく写真撮影されこれをみだりに
公表されない利益といえども，無制限なものではなく，公益上の理由，報道
の自由などから来る制約があることも，憲法第 13条の趣旨とするところで
あり犯罪捜査は，公共の福祉を保持する国権作用の一部で、あって，犯罪捜査
に関し写真撮影が許容される場合があるj という。
(3) 司法哲学
積極的な司法観が窺える。
D このアプローチをめぐって
(1) 5-40.3.8 <容貌【収集I刑事〉東京地判は，プライパシー権尊重の観
点から，被疑者の写真撮影が許される場合を限定的に解し，公安職員による
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写真撮影を違法とし，公安職員に対する行為が公務執行妨害罪を構成しない
とした。本判決について， iプライパシー権は，わが国でも，小説『宴のあ
と』事件の判決Ji以来有名になったが，裁判例ではその前に，安保デモの
際私服警官が写真撮影をした大阪証券取引所事件2審判決J(前掲《消極主義
II)(二)8(1)5-39.5.30 (容貌【収集】/刑事〉大阪高判参照 中谷)iにおいて，肖像権
としてのプライパシー権が正面からとり上げられている。本件判決も，プラ
イパシー権を承認した数少ない判決の 1つであるん「わが国ではプライパ
シー権の歴史が浅いため，その内容が十分に確定していないが，もちろんこ
の権利も無制限で、はなく，公の権利や公益との価値の較量・調整によってそ
の限界を画すべき必要が認められる。しかし，今日のわが国の状況では，プ
ライパシー権を確立し国家権力やマスコミによる私生活への侵入を防ぐこと
は，きわめて重要な意義をもっ。その意味においてプライパシー権の内容を
部分的にせよ確定しようと志す本件判決の態度に，賛意を表したいJ5)との
好意的コメントがあるが，他方， i任意捜査の際の写真撮影は，通常の任意
捜査が，相手方の同意を得て，その面前で証拠を収集する捜査方法と異な
り，その性質上相手方の不知の聞になされる可能性が大であるところに問題
点が存するJ，i問題は，捜査の有効迅速という公益性と，被撮影者の権利保
護の保障との調和をいかにするかJiであるが，一般的に，犯罪捜査のた
め，証拠保全ないし証拠収集のため写真撮影を行なうのは，犯行現場の場合
であれば，現場の状況，犯罪の行なわれた痕跡等を対象にし，犯罪行為の状
況であれば，その状況だけではなく，誰が犯人であり，誰が被害者である
かJiを明らかにすることを前提にしてなされ， この種の写真は極めて高度
な証明力を有する証拠であるん「しかも，暴力事犯に属する犯罪行為に例を?
とれば，かかる行為は，時々刻々移りかわる人為的社会現象であり，これを
対象に写真撮影をするとすれば，正に犯罪が発生しようとする不穏な動きか
ら，犯罪の終期，さらにはその後の状況までも撮影しなければ，その犯罪行
為の全貌をとらえることはできないJ，iとすれば，現行犯と認められる場合
は勿論，右現行犯に接着する前後の状況，或いは，当該行為が犯罪構成要件
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に該当すると思料される外観を具有し，かつ一応違法と認めうる状況並びに
それに接着した前後の状況についても，写真撮影は許されるべきではない
かJ，rこれは，当該行為の連続性，複合性という特質と，その行為を瞬時に
してとらえねば，その目的を達し難い写真撮影という技術的な見地を総合し
て考えれば，首肯しうるん「かかる状態を発生せしめた者は，その違法状態
並びにその前後の状況を撮影されることについて，自らの行為によって肖像
権を放棄したと考えてもよいし，或いは撮影につき黙示の同意をなしたと考
えてもよいであろう。一方，撮影者の立場に観点を置けば，かかる具体的な
撮影時の事情に照し，撮影することがやむをえない， と見てもよいであろ
うん「本判決の判示によれば，実際に撮影された場面は，時間的場所的に，
前述の状況に全く接着した場面のようである。そうだとすれば，たとえ裸姿
の職員がその写真に写されていたとしても，それらのものは， r少なくとも
撮影の対象にされてもやむをえないJ6)という批判的なコメントがある。
(2) ふ43.1.26 (容貌【収集】/刑事〉東京高判は，肖像権は，憲法 13条に
由来するプライパシーの権利の一種とした本件1審に対し，肖像権は実定法
上の根拠はなしたんに写真撮影に関する個人の利益にすぎないとした。こ
の点， rあえて原審を批判したのは，検察官の控訴趣意にリップ・サービスを
したに止まるj とし， r本件の趣旨とするところは，要するに，現行犯であ
れその他の場合であれ，犯罪の嫌疑(逮捕理由)があるとき，まさに犯罪が
行なわれようとしているとき，すでに起った犯罪に引き続きさらに犯罪が継
起するおそれがあるときに，証拠保全の必要性，緊急性，その手段方法の相
当性を条件に許容されるとした点にある。これまでの判倒を必ずしも統ーし
たものとして説明することはできないが，写真撮影を任意捜査としながら具
体的な場合に許容される限界をさぐろうとする態度は一貫しているJ7)との
コメント， r捜査過程における写真撮影の許されるべき限界，いわゆる肖像
権なる概念が証拠収集の過程でどのような制約的な意味を持つかという問
題」について， r従来の判決ではその限界基準が必ずしも充分に示されてい
なかった。ところが，本判決では，この問題についてかなり明確な基準がう
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ち出されており，かような意味からいっても，本判決の持つ意義はきわめて
大きいj，I東京地裁の裁判では，この権利の内容をかなりきびしく限定づ
け，また，権利の独立性を勇敢にみとめている。本件控訴審の判決では，こ
の権利の性格についての判断は判旨でもわかるように極めて慎重であって好
感を覚えるj8)とのコメント， I本件の写真撮影については地裁・高裁とも，
その各々が掲げる要件に該当しない違法なものであるとした。とくに本件は
裸体写真の撮影である。『刑訴 218条2項には身体の拘束を受けている被疑
者ですら，とくに令状を要するとして慎重を期している点を考慮するとき』
(地裁)， W裸体姿であった点において通常の写真撮影よりも一層強〈意に反
して写真撮影されみだりにこれを公表されないという職員たちの利益を侵害
したもの~ (高裁)だからj，I公安職員の写真撮影行為の違法は明白だとい
うことになる。結論としては妥当な判決であるj，I傍論であるが，一見して
写真撮影者の身分，撮影の目的が明らかでない場合において，被撮影者の要
求があるのに釈明を拒否することは，写真撮影行為の相当性に影響を及ぼす
ことがありうる， といっていることは，注目すべきである。j9)とのコメント
等，好意的コメントが多い。
注
1) 昭和 38年 7月2日午後4時過頃，東京都港区の田町電車区では，かねてより区長
から日勤者の入浴は午後4時30分以降とする旨申し渡されていた。これに反対する
同区勤務の職員数十名が構内職員浴場附近に集合し，入浴を阻止しようとした同区
首席助役等に暴行を加え，浴場に乱入した。私服の鉄道公安職員が，浴場入口附近
において，隠し持っていたカメラで入浴しようとしていたパンツ 1枚もしくは腰に
手拭を巻きつけただけという裸体状態で、あった被告人らを写真撮影しようとした。
公安職員が被告人らにより釈明ないし撮影中止を求められたのを無視して撮影を続
行した。被告人らが，カメラの吊皮ケースを引っぱり，突いたりする等の暴行を加
えたため，被告人らは，公安職員，公安機動隊員により，公務執行妨害罪で逮捕さ
れた。
2) 本判決は， I然しながら公務執行々為に多少の蔵疲があったからと云って，直ちに
その職務の執行は刑法上の保護に値しないとするものではなしその基準は国家が
公権力の強力な執行を要請する度合と国民の人権保護の必要性の程度に応じて，具
体的に，事案の軽重を勘案して判定されなければならない。本件についてみるに，
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入浴時間の慣行を無視してまで一方的にその規制を必要とする緊急性は何一つ認め
られず，そこに強力なる公権力を要請する度合は乏ししこれに反して本件写真撮
影行為は，不法行為の撮影と称して隠しカメラを持って，いきなり人の裸体写真を
撮影し，その釈明にも耳をかきない強引なる方法， しかも紛争状況は何一つ撮って
おらず，裸の職員の平穏なる話合いの状況写真である点を考察するとき，プライパ
シーの人権侵害の商より，国民の人権保護の必要性は頗る強度なものと云わねばな
らない。従って本件写真撮影行為としての公務執行々為の椴疲は，刑法上の保護に
値しない執行と見るべく違法たるを免れない」という。
3) 検察側は，次のように主張する。いわゆる肖像権がプライパシーの権利の一種と
して実定法上認められるかどうかに問題があるばかりでなしかりに肖像権が認め
られでも，犯罪捜査の必要上制限を受け，写真撮影は任意捜査の一種として相手方
の意思に反しでもこれをすることができ，犯罪を犯したと疑うに足る相当な理由が
あり，犯罪捜査上証拠保全のため必要と認められる場合は，その方法が相当である
限り，これを許されるべしまた，現実に発生がなくとも，まさに犯罪が行われよ
うとする場合，又は既に発生した犯罪に引き続きさらに犯罪が発生せんとする情況
下にあるような場合に，その情況保全のためにもまたこれを許されるべきであり，
原判決の見解は，犯罪捜査の権限を必要以上に制限する誤りを犯している。
4) 本判決は， Iわが国において，実定法上肖像権が確立されていないことは，所論の
とおり」とし，権利性において譲歩するようであるが，憲法第l3条の趣旨に鑑みれ
ば， I自由及び幸福追求に関する国民の権利の一内容として，公共の福祉に反しない
限札国民はその承諾なくして写真を撮影されたり，これをみだりに公表されたり
することがないことを内容とする利益を持つものであり，これを私生活をみだりに
公表されないことを内容とする国民の自由及び幸福追及の権利に内包されるものと
解される(これをいわゆるプライパシーの権利と称することはあるが，実定法上確
定された権利で、あるとするにはなお疑問がある。)。しかし，権利ではなく利益であ
るとしても，かかる利益が尊重されなければならないことは当然である。従って，
原判決が肖像権を実定法上の権利であると判断したからといって，これをもって重
大な誤りであるとすることはできない」と述べ，その実質は， S-40.3.8 (容貌【収
集】/刑事〉東京地判と大差ないと思われる。
5) 本多淳亮・季刊労働法57号81-82頁(1965)。
6) 田村達美・ひろば18巻6号26-27頁 (1965)。
7) 田宮裕・判タ 221号86-87頁(1968)。
8) 鴨良弼・判時525号144-146頁 (1968)。本コメントは， Iまず， r肖像権』の根
拠を憲法第l3条の保障である国民の自由及び幸福追求に関する国民の権利のー内容
として把えている。かような見解は，すでに，アメリカの判例でもみられ，また，
ドイツ，フランス法下でも同様な態度がみられる。やはり，根拠を求めるとすれ
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ば，憲法第 13条の自由及び幸福追求に関する国民の権利以外にないであろうJ，r判
決は，写真撮影の任意捜査的な性格をみとめつつ，さらに，その反面，それが捜査
の必要性の故に無制約とされてはならないことをいましめている。まさに，その通
りである。写真撮影は，ほかならね被疑者の犯罪捜査のために向けられるものであ
り，その撮影の目的と内容いかんは直ちに被疑者の事後の訴訟上の利益に影響す
る。やはり，その行為過程には法の容認する一定の限界が必要であり，また，その
ための一定の手続的な保障も必要となるであろう。原判決は，この点については，
限界づけがかなりきびしい。本判決でも指摘されているように，原判決は，現行犯
人その他被疑者の逮捕の際及びこれらの者を逮捕するについて必要があるときに限
定している。逮捕の際に附随してなされうる強制処分の範囲に，強制的な写真撮影
行為が入ることは，現行法の規定の趣旨からみて疑問の余地がないであろう。問題
は，かような枠内のみに限るべきかであるが，本判決では，その範囲がさらに拡張
され，現行犯とみとめるにたる相当な理由ある場合及び犯罪がまさに行われようと
する緊急状態にまで，強制的撮影の余地をみとめている。犯罪がまさに行われよう
とし， しかも，証拠保全の現実的な緊急性があり，他に適切な措置をとりうる余裕
がない場合にまで，あえて写真撮影を不可とする理由はないであろう。かような場
合の捜査の公共性ないし社会保全性は容認されなければならない。かような意味か
らいっても，本判決での限界づけは正当」とする。
9) 光藤景絞・別冊ジ、ュリ 31号 149頁 (1971)。
に~ r基本的権利(プライパシーの権利)/比較衡量・
プライパシー権侵害jアプローチ
A 概要
これは，何人も自己の名誉，信用，プライパシーに関する事項について
は，不当に他に知らされずに生活をする権利を有し，それは，人の基本的権
利として尊重されなければならず，前科，犯罪経歴が公表されるのは，公共
の福祉による要請が優先する場合等に限定されるとし，問題となっている
〔情報〕は，それに該当せず，公機関において判断を誤った過失があったと
して原告の訴えを認容するアプローチである。このアプローチは，ある程
度，プライパシー権へのマイナスのコミットもするが，プライパシー権への
コミットはより強い。
56 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義的
B 裁判例
(1) S-51.12.21 <前科【開示】/国賠〉大阪高判昭和 51年 12月21日1)(判時
839号 55頁，③→5-56.4.14(前科【開示】/国賠〉最3判)は，自己の名誉，信用， プ
ライパシーに関する事項について不当に他に知らされずに生活をする権利は
人の基本的権利であるとし， I前科や犯罪経歴が公表され，又は，他に知ら
されるのは，法令に根拠のある場合とか，公共の福祉による要請が優先する
場合等に限定されj，I本件の場合，照会について，報告を拒否すべき場合で
あったと言うべきであり，これを拒否することなく報告した中京区長の行為
は違法であったj，I弁護士会が弁護士から照会についての申出があった場合
に適当かどうかを審査し，適当でない場合にはこれを拒絶し，その他の場合
には照会することになっているからと言って，報告した行為について違法性
が阻却されるものではなしまた，責任が免除されるものでもないj2)とい
う。かくして，中京区長は，本件照会について， I報告を拒否すべき義務が
あるのにこれを怠った過失があった」とし，原判決を変更し賠償請求を認容
する。謝罪文の交付は棄却。
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権への強いコミット
(a) <前科【開示】〉
(方 自己の名誉，信用，プライパシーに関する事項について不当に他に
知らされずに生活をする権利は人の基本的権利であって，その制限
は，ごく限定される
S-51.12.21 <前科【開示】/国賠〉大阪高判は，上記表題のように述べる。
伸弁護士法の照会，報告の制度は，弁護士及び弁護士会を経由して私
人に情報を得させ， これを自由に利用させる結果をもたらす可能性
がある
S-51. 12.21 <前科【開示】/国賠〉大阪高判は， I弁護士又は弁護士であった
者は，その職務上知り得た秘密を保持する権利を有し義務を負う(弁護士法
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23条本文)。しかし，その義務は，弁護士が依頼者の請求により委任事務処
理の状況を報告する義務(民法645条)に優先するものとは解し難い。弁護
士が，その職務上知り得た依頼者の対立当事者らの秘密は，依頼者の請求が
あれば，これを依頼者に告げざるを得ないし，依頼者に対して対立当事者ら
の秘密を告げた後に，依頼者がその秘密を漏洩，濫用することを有効に阻止
するための制度上の保障は存在しない。弁護士法23条の 2の照会，報告の
制度は，弁護士及び弁護士会を経由して私人に情報を得させ，これを自由に
利用させる結果をもたらすことを否定し難い」という。
(2) プライパシー権へのある程度のマイナスのコミット(対抗利益へのコ
ミット他)
(a) <前科【開示】〉
問弁護士会から弁護士法23条の 2に基づく照会を受けた相手方は，
一定の場合を除き，照会の趣旨に応じた報告をなすべき義務がある
S-51. 12.21 <前科【開示】/国賠)大阪高判は， r弁護士法23条の 2の照会
は，弁護士が受任事件について，訴訟資料を収集し，事実を調査する等その
職務活動を円滑に執行処理するために設けられた規定であって，弁護士が，
基本的人権を擁護し，社会正義を実現することを使命とするものであること
に鑑み，右照会の制度もまた公共的性格を有し，弁護士の受任事件が訴訟事
件となった場合には，当事者の立場から裁判所の行う真実の発見と公正な判
断に寄与するという結果をもたらすことを目指すものである。その権限は，
相手方としては公務所又は公私の団体に限定され，かつ，直接個々の弁護士
には与えられておらず，弁護士の申出がある場合に，弁護士の指導，連絡，
監督に関する事務を行う公的機関としての性格を有する弁護士会が行使し，
照会申出について，必要性，相当性を判断し，適当でない場合は右申出を拒
絶し，その他の場合は必要事項の報告を求めるものとして，法は，右権限の
重要性に鑑みその構成につき慎重な配慮を加えているJ，r右のような目的と
手続のもとになされた照会に対しては，相手方は，自己の職務の執行に支障
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のある場合及び照会に応じて報告することのもつ公共的利益にも勝り保護し
なければならない法益が他に存在する場合を除き，照会の趣旨に応じた報告
をなすべき義務があるj という。
(3) 司法哲学
積極的な司法観が窺える。
D このアプローチをめぐって
(1) <前科【開示】〉
5-51.12.21 <前科【開示】/国賠〉大阪高判は，弁護士法第23条の 2の照会
制度について限定的に解釈した。本判決について，弁護士会の照会制度の歴
史的考察をもとに， r本条を解釈するに当たり，その思考方法を正しくとら
えているj，r中京区長は，地方公務員として守秘義務を課せられており，照
会に係る前科・犯罪歴が個人の秘密事項であることは明白であるから，ほか
に秘密を漏えいし得る特段の理由もないので，報告を拒否すべき義務があっ
たと認めるのが相当であり，これと同旨の本判決は，妥当な結論であるん
「この判決は，報告義務のない場合の理由付け等に，やや難点があるけれど
も，弁護士会が行う報告請求の限界について具体的に判断したものとして，
実務上極めて重要な意義を有するj，r弁護士会の照会件数が増加の傾向にあ
ることでもあるから，この制度の利用のかぎを握る日本弁護士連合会及び各
地の弁護士会において，この制度の運用について，改めて検討が加えられ，
不当な報告請求が行われないことが期待されるj3)という好意的コメントが
ある。他方， r本件判旨に見られる弁護士ないし弁護士会に対する不信の念
に対しては，弁護士側として十分反省し自戒すべきものがあるが，弁護士法
の認める照会，報告の制度が個人のプライパシーに関する事項について及び
得ないとの結論に対し当判決の説くところのみでは到底理解し得ないj4)と
いう批判がある。
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注1) 控訴人は，@公職選挙法上の選挙権，被選挙権の資格の調査，判断の目的にのみ
犯罪人名簿を作成保管し，使用すべきであり，その限度でのみ合法性が認められる，
O特に前科を知られない権利は，プライパシーの権利として最たるものであるか
ら，右の目的以外には使用すべきではない，。個人の基本的人権(プライパシーの
権利)の制限が許されるのは公共の福祉の要請による場合だけであり，その場合で
も，公共の福祉の要請する異体的内容と，侵害，制限される基本的人権とを事案毎
に比較衡量し判断しなければならない，。個人のプライパシーに優先するような重
大な法益保護のためにのみ照会し，報告できる，。プライパシーの中でもとりわけ
重要な前科等を知られたくない権利と弁護士会の照会に対する報告が中労委の労働
事件に証拠として使用されることとを比較衡量するならば，後者は，ー私企業が労
働紛争事件の資料に使用するにすぎず，公共性がすくないことを看取することがで
きる，等主張する。そして，中京区長は，比較衡量をせず，また，自治省行政課長
の回答の存在や前例についての調査もしないで報告したことには過失があるとい
う。他方，被控訴人は，@弁護士法は，弁護士会を裁判所，検察庁と対等の地位に
置いたものであり，弁護士法23条の 2の規定は，民事訴訟法262条，刑事訴訟法
197条2項の規定と同趣旨である，。照会の相手方たる公務所又は公私の団体は報
告義務を有する，。弁護士会が，弁護士の申出につき公共性ありと判断し，照会権
を行使したときは，公務所又は公私の団体は，拒否する正当な事由のない限り報告
すべきである，。裁判所，検察庁から報告を求められた事項が，たとえ個人のプラ
イパシーにかかわることであっても，公務所又は公私の団体が報告義務を有するの
であれば，弁護士会の照会についても同様に解すべきである，等主張する。
2) 本判決は， r昭和36年 1月31日付自治省行政課長から愛知県総務部長宛の回答が
あることは当事者聞に争いがなく，右回答は以上判示した趣旨に沿」い， r自治省か
ら関係行政庁に対し，数回にわたり，以上判示した趣旨と同様の通知をなし，関係
各行政庁においてもその趣旨に沿って取扱いをしていたこと，被控訴人市における
実務もそのように取扱われていたことが認められる」という。
3) 山下・前出ー注 18)61頁。本コメントは，本条の趣旨は， r弁護士が職務を執行
するため必要な事実の調査及び証拠の収集のうちでも，現に受任している事件につ
いて必要な事項に限り，かつ，弁護士が弁護士会に申し出ることにより，弁護士会
が報告請求を行うことが適当であると判断した事項に限って，当該弁護士会が公務
所又は公私の団体に対してだけ照会し得ることとし，もって，実質的に弁護士の調
査活動を尊重しつつも，不必要，不適当な濫照会によってもたらされる弊害を防止
しようとするものである」という。
4) 福原・前出《消極主義II))α(→注6)147頁。
60 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義国
(三Ji憲法 13条(人格的自律・私生活上の平穏)/
比較衡量・プライパシー権侵害Jアプローチ
A 概要
これは，憲法 13条は，個人の尊厳を保障する上で、必要不可欠な人格的利
益を広〈保障し，その一環として人格的自律ないし私生活上の平穏の維持と
いう観点からプライパシーの利益が保障され，その利益は充分尊重されるべ
きであるが，他者の利益や公共の福祉にも配慮しなければならないとしつ
つ，問題となった〔情報〕は，プライパシーの利益として保護されるべきと
して一部認容するアプローチである。このアプローチは，ある程度，プライ
パシー権へのマイナスのコミットもするが，プライパシー権へのコミットは
より強い。
B 裁判例
(1) H-6.4.27 <容貌他(収集)/固賠・撤去〉大阪地判平成6年4月27日1)
(判時 1515号 116頁)は，まず，本件テレビカメラの設置自体が法的根拠がな
く違法で、あるとの原告の主張について， r情報活動の一環としてテレビカメ
ラを利用することは基本的には警察の裁量によるものではあるが，国民の多
種多様な権利・利益との関係で，警察権の行使にも自ずから限界があるう
え，テレビカメラによる監視の特質にも配慮すべきであるから，その設置・
使用にあたっては， 1，目的が正当であること， 2，客観的かつ具体的な必要
性があること， 3，設置状況が妥当であること， 4，設置及び使用による効果
があること， 5，使用方法が相当であることなどが検討されるべきであJ1)， 
「具体的な権利・利益の侵害の主張がある場合には，右各要件に留意しつ
つ，その権利・利益の性質等に応じ，侵害の有無や適法性について個別に検
討jすべきという。そして， r本件では，肖像権・プライパシー権・表現の
自由など各種の権利・利益の侵害が主張されているのでJ，r本件テレビカメ
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ラの設置理由をみたうえで右各要件の充足の如何を概観し， しかる後，個別
の権利・利益の侵害の有無や侵害がある場合のテレビカメラの設置及び使用
によりもたらされる利益と被侵害利益との関係を詳細に検討」するとする。
カメラの設置理由等において，カメラ 5以外は，上記1-5の点において問
題はないという。肖像権侵害の主張については， 44年判決を援用し， I何人
も，その承諾なしに，みだりにその容ぼう・姿態を写真撮影・ビデオ録画さ
れない自由を有するものであるから，公権力がテレビカメラによる録画をす
ることは，たとえそれが犯罪捜査のためであっても，現に犯罪が行われもし
くは行われたのち聞がないと認められる場合ないし当該現場において犯罪が
発生する相当高度の蓋然性が認められる場合であり，あらかじめ証拠保全の
手段，方法をとっておく必要性及び緊急性があり，かつ，その録画が社会通
念に照らして相当と認められる方法でもって行われるときなど正当な理由が
ない限り，憲法 13条の趣旨に反し許されないj とするが， I被告が本件テレ
ビカメラで撮影した原告らの容ぼう等を録画していることを認めるに足りる
証拠はないj として斥ける。プライパシー侵害の主張については2)，憲法 13
条は，個人の尊厳を保障する上で必要不可欠な人格的利益を広〈保障し，そ
の一環として，人格的白律ないし私生活上の平穏を維持するという利益(プ
ライパシーの利益)を保障しており， I充分尊重されるべきであるJが， I他者
の利益や公共の福祉にも配慮しなければならない」とし，本件の場合， I設
置されているテレビカメラは，それぞれに設置及び使用が許容されるべき一
応の要件を備えており，被告は，これを使用して犯罪防止等公共の福祉を達
成するために活動しているのであるから，侵害される原告ら個々のプライパ
シーの利益の実質，侵害の程度等を勘案し，個別事案の具体的な状況に即し
て，被告の本件テレビカメラの設置及び使用の利益を保持させることが相当
か否かを検討しなければならないJとし，道路上のテレビカメラについては
「受忍すべき限度に止まる」3)，公園付近のテレビカメラについては「受忍す
べきものん公共施設付近のテレビカメラについては「やむを得ないもの」
という。しかし，解放会館への出入りの状況を監視できる位置にあるテレビ
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カメラ 5については，検討4)の結果，原告1.H rについては，大衆闘争や労
働運動の拠点である解放会館を警察により継続的に監視されることは，その
活動内容，人的交流などのすべてを把握されるおそれがあり，その行動の自
由を制約されるだけでなしそこに出入りする者の行動にも影響を与え，そ
の結果，同原告及びその所属する労働組合の活動に事実上の支障を生じさせ
るなどの不利益を及ぼすおそれが高し結社の自由や団結権に深刻な影響を
与えるだけでなく，同原告のプライパシーの利益をも侵害」し， rこのよう
な侵害は，監視体制が維持されている以上，実際に監視がなされているか否
かにかかわらず，対象となる可能性のある者にいっ監視がなされるかわから
ないという不安感を与え続けることになり，行動を抑制する点で同じ効果が
あり，その限りでプライパシーの利益が害されるj という。そして， r現時
点、においては，カメラ 5を現在の位置に設置しておくことは，原告1.H， 
および他の原告「との関係において違法であ」り，同カメラが「ズームアッ
プ機能・旋回機能を有しそれらを利用しての監視のおそれが否定できない以
上，その撤去を命ずるのが相当である」とする。しかし，損害賠償請求5)，
表現の自由侵害，自由権規約 17条1項違反の主張は斥ける。
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権への強いコミット
(a) (監視カメラ〉
(対憲法 13条は，人格的利益として人格的自律ないし私生活上の平穏
を保障し，他人がみだりに個人に関する一定領域の事に関する事柄
等についての情報を取得すること，他人が個人の一定領域に関する
事柄をみだりに第三者へ公表したり，利用することを許さない
H-6.4.27 (容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は，憲法 13条にいう「個
人の尊厳は，相互の人格が尊重され，不当な干渉から自我が保護されること
によってはじめて確実なものとなるのであるから，右条項は個人の尊厳を保
障する上で必要不可欠な人格的利益を広〈保障する趣旨のものであJり，
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「その一環として，他人がみだりに個人に関する一定領域の事柄，例えば，
私的生活関係を構成する事柄，趣味・晴好・性癖等に関する事柄，精神過程
に関する事柄，内部的な身体状況に関する事柄等についての情報を取得する
ことを許さず，また，他人が自己の知っている個人の一定領域に関する事柄
をみだりに第三者へ公表したり，利用することを許さず， もって人格的自律
ないし私生活上の平穏を維持するという利益(以下， rプライパシーの利
益」という)は，充分尊重されるべきである」という。
Lィ) 人が公共の場所にいるという一事によってプライパシーの利益が全
く失われるわけではない
H-6.4.27 <容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は， r人が公共の場所にい
る場合は，プライパシーの利益はきわめて制約されたものにならざるを得な
いが，公共の場所にいるという一事によってプライパシーの利益が全く失わ
れると解するのは相当でなしもとより当該個人が一切のプライパシーの利
益を放棄しているとみなすこともできない。したがって，監視の態様や程度
の知何によってはなおプライパシーの利益を侵害するおそれがある J6)とい
フ。
(ウ) テレビカメラの利用には格別の配慮が必要
H-6. 4. 27 <容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は， rテレビカメラ等の情
報機器は，警察官の目・耳・記憶の延長線上の補完物に止まるものではな
し警察官の目や耳では取得することの困難な情報を大量にもたらし，それ
を限りなく集積し，多様な利用の道を聞くから，テレビカメラによる監視も
情報収集活動の 1つではあるが，交番等での立哨・巡回や肉眼あるいは双眼
鏡等を用いた街頭の視察等と同列に論じることはできず，人の配置に比れ
ば，比較的安価であり，大量に設置することが容易であることにも鑑みれ
ば，その濫用の危険性は高J<. rその利用には格別の配慮が必要であるj
という 7)。
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(2) プライパシー権へのある程度の弱いマイナスのコミット(対抗利益へ
のコミット他)
(a) (監視カメラ〉
肘他者の利益や公共の福祉にも配慮、しなければならない
H-6.4.27 (容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は， rプライパシーの利益
は，私人聞においてはもちろん，警察権等の国家権力の行使に際しでも充分
尊重されなければならない」が， r他方，プライパシーの利益は，他の私人
のいわゆる知る権利や表現の自由などと対立する場合があり，公権力との関
係においても，公務の執行にあたって必要最小限の範囲では個人に関する情
報を収集する必要を認めなければならないから，これら他者の利益や公共の
福祉にも配慮しなければならない」という。
(イ)本件テレビカメラの設置，使用を含め，これら機器の導入，使用方
法等は基本的に警察の裁量に委ねられている
H-6. 4. 27 (容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は， r警察は，その責務を
果たすために警ら活動や情報収集行為等を行う権限があり，その性質上も任
意手段であるから，そのためにどのような方法を講じるかは，基本的には警
察の裁量によるん「情報機器やその処理システムの発達は，より合目的的で
効率的な情報の取得を可能にし，これらを防犯等に有効に活用することは，
警察官の責務を遂行するうえで有益で、あることはいうまでもなしそれが公
共の安全を高め，秩序の維持に資することにもなるから，その導入を一般的
に制限するのは妥当でなく，本件テレビカメラの設置，使用を含め，これら
機器の導入，使用方法等は基本的に警察の裁量に委ねられているん「本件テ
レビカメラによる監視行為は，主として犯罪の予防を目的とした警ら活動や
情報収集の 1手段であり，性質上任意手段に属するから，本件テレビカメラ
の設置及びその使用は，警察法及び警職法が当然に予定している行為の範障
に属するものであり，特別な根拠規定を要することなく行えるj という。
肋本件テレビカメラの設置理由及び目的の正当性等
H-6.4.27 (容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は，たとえば，カメラ 1に
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ついて， r尼崎平野線と南海電鉄及びその側道が交差する比較的大きな交差
点、に設置されているが，その南側には，総合センターがあり，同センタ一周
辺には，毎日早朝数千名の労働者が集まり，就労をめぐって労働者と求人業
者とのトラプノレや労働者同士の喧嘩口論が多く，過去4件の集団不法事案が
発生し，尼崎平野線では労働者が関係する交通事故も多発しており，これら
の事案を早期に発見し，措置する必要がある」という。また，目的の正当
性8)，設置及び使用の必要性9)，設置状況の妥当性10)，本件テレビカメラの
有効性ll)，使用方法の相当性12)を肯定する。
(:r.) 肖像権侵害はない
H-6. 4. 27 <容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は， r犯罪予防の段階は，
一般に公共の安全を害するおそれも比較的小さし録画する必要性も少ない
のであって，このような場合に無限定に録画を許したのでは，右自由を保障
した趣旨を没却するもので、あって，特段の事情のない限り，犯罪予防目的で
の録画は許されないJ，rそして，犯罪予防目的をもって本件テレビカメラを
利用している本件において，被告に原告らの容ぼう・姿態をビデオ録画する
ことを許すべき特段の事情は認められ」ず， rこれらの行為が行われれば原
告らの肖像権を侵害したものとして違法とされるべき」とするが， r被告が
本件テレビカメラで撮影した原告らの容ぼう等を録画していることを認める
に足りる証拠はない」という。
(3) 司法哲学
積極的な司法観が窺える。
D このアプローチをめぐって
(1) H-6.4.27 <容貌他(収集)/国賠・撤去〉大阪地判は，設置されたカメ
ラのうちカメラ 5はプライパシーを侵害するとした。「本判決は，警察権の
行使としてのカメラの設置と，それによる私人の肖像の撮影，監視L 私人
のプライパシーの権利の保護との関係につき，昭和44年の最高裁判決の路
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線を継承し，それを更に展開した一例Jとして肯定する立場13)の他，本判
決が，カメラ 5について違法と判示した点について， Iこの点は事実認定上
の問題lこ帰するものであり，むしろ，この種カメラによる視認行為の許容性
についての基準を示し，全体としては，かかる警察活動の必要性に一定の理
解を示したものといえる。ただし，本判決は，あいりん地区といった特殊な
地域における判決であり，その射程距離はかなり限定されるJ14)とのコメン
トがある。
注
1) 大阪府警察が，大阪市西成区の日雇労働者が多〈居住する通称「あいりん地区」
における昭和41年5月の第5次集団不法事案の発生を契機として，大阪府及び大阪
市と協議の上，同地区の街頭防犯用の目的のためとして， 15か所の交差点等の高所
にテレビカメラ合計15台を設置し，西成警察署等においてモニターテレビに映像を
映し出すなどして使用していた。岡地区に居住又は勤務し，あるいは同地区におい
て労働組合活動やボランティア活動等を行っている原告らが，このようなテレビカ
メラの設置及び使用につき，被告府を相手に，肖像権侵害一一テレビカメラによる
監視行為は，録画を伴う場合，原告らの肖像権を侵害し，仮に現在，録画装置を伴
わないとしても将来にわたって録画装置を伴うことによる肖像権侵害の危険は現存
している ，公権力から監視されない自由侵害ー←憲法 13条は，各個人が有する
「尊厳ある地位」に最大の価値を認めているから，各個人がその人格の発展を目的と
して行う諸活動は，その私的支配領域における営みはもとより，社会的諸活動全般
についても公権力の監視・干渉から白由でなければならず，公権力が意に反して個
人の諸活動に関する情報を収集することは原則的に禁止される，プライパシー
権侵害 本件テレビカメラによる監視対象となっている公道・公園などにおける
活動もその個人にとって重要な自己情報であり，特に，原告らの公園での炊き出し
をはじめとするボランティア活動，集会活動，解放会館・西成市民館等への出入
り，労働者との会話など，思想・信条に係わる内容を含む行動は，偲人の尊厳とき
わめて密接な関連を有しており，当然にプライパシー権として保護されなければな
らず，監視はその情報の収集であって広い意味での「私生活jをのぞき見ることに
もなるーーを理由に，各テレビカメラの撤去及び慰謝料の支払いを求めた(原告ら
は，その他，表現の自由侵害，行政手続の適正さの欠如，自由権規約 17条1項《市
民的及び政治的権利に関する国際規約》違反を主張する)。被告は，肖像権侵害の
主張については，道路・広場などの公共の場所における容貌・姿態の撮影は，正当
な理由と方法の妥当性があれば，肖像権の侵害にはならず，本件ではビデオ録画が
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なされていないので，肖像権の侵害の問題を論じる余地はないとする。プライパ
シー権侵害の主張については，道路・広場などの公共の場所での各人の行動は，そ
れ自体他人の限にふれない秘密の事項と違って，衆人の限にふれる行為であり，そ
こに直ちにプライバシーの権利が成立するものではなしまた，プライパシーの権
利は，私生活の静かさ，安心感の保持という個人の側の法益を守ろうとするもので
あり，侵害する方が私人であれ，公権力であれ，守る法益に相違が出てくるもので
はないから，私人による侵害の場合と公権力による侵害の場合とを区別する合理的
な理由はない， と反論する。
2) 本判決は，原告の「公権力により監視されない自由」の主張については， I権利概
念として必ずしも明確とは言いがたしまた，公共の安全等のための必要性の有無
などを無視して安易にこれを認めることは妥当ではなくJ，Iプライパシーの利益の
範障で判断するのが相当である。もっとも，国家や自治体などの公権力による行為
は，その特性として，私人の情報収集の場合に比べて規模・能力の点で格段に優れ
ており，個人に関する大量の情報が集積されやすいこと，公権力自体はいわゆる知
る権利等の基本的人権の享有主体ではなしその権限の行使は法律に基づくことを
要しかっ法律の執行のために必要最小限の範囲に限られ，自ずから個人の情報の取
得・公表・利用についても制限のあるべきことなどの事情が存在するから，プライ
パシーの利益の侵害やその正当化の可否，裁量権の逸脱の有無の判断にあたってこ
れらを割酌する必要があり，その指摘としては留意すべきであるが，結局，それで
足りる」という。
3) 本判決は， Iこれらの道路は，多数の人の通行する主要道路であり，匿名性や一過
性が比較的保たれやすい場所であり，保持されなければならないプライパシーの利
益はさほど大きいわけではないのに対し，これら道路が集団不法事案ゃい集事案の
際の投石や放火や略奪の場所となってきており，それら事案が発生した場合の状況
把握の必要性が高<，路上犯罪を警戒しなければならない必要性もあることからす
れば，それらの監視の際に，原告らがたまたまこれら道路を通過することによって
監視下に置かれ，なにがしかのプライパシーが侵害されることがあっても，受忍す
べき限度に止まる」という。
4) 本判決は，原告1.Hについて， I昭和47年，過激な実力闘争を行っていた釜共
闘に参加し，昭和 51年， w釜共闘の実力闘争を引き継ぐ戦闘的労働組合の確立』を
標梼し，実力闘争路線を指向する釜日労を結成し，昭和56年，意見の違いから釜日
労と分かれ，大衆闘争路線を指向する釜合労を設立し，以後は，炊き出し給食や医
療・労働相談，書籍(釜ケ崎炊き出しのうた)の街頭販売等に取り組む一方， w釜ケ
崎で人として生きる権利，働く権利の確立をめざそう』と呼びかけ，釜ケ崎メー
デーでデモ行進をしたり，三角公園で『春・秋の運動会』を開催するなどの活動を
展開しているJ，I昭和 53年秋ころ，それまでドイツ人神父が 1階で食堂を経営して
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いた 5階建のビノレを妻」が「購入したのを契機として， これを釜ケ崎解放会館と称し
て活動の拠点とすることとし，その 2階に釜日労の事務所を置き，釜日労と分かれ
て釜合労を結成してからは同会館の 1階にその事務所を置いて，ここを拠点に前記
のような活動を続けてきているJという。
5) 本判決は， rカメラ 5が現在の位置に移設された昭和 53年当時はJ，原告1.H 
「の活動状態からして，その行動を監視することが許されない状況で、あったとまでは
いえず，その後，同原告の活動内容からその必要性が減少し，あるいは消滅したと
はいえ，その時期は明白でなく，また，その必要性が無くなった後も被告が岡原告
の監視を実際に行っていたことを認めるに足りる証拠はない。実際に監視されてい
ないとしても，対象者にそのことが分からない状況の場合は，対象者に不安感を与
え，その行動を抑制する効果があることも否定できないが，同原告は，労働者の前
面に立って過激な活動内容を繰り広げてきていたのであり，監視されることにより
失われるものがさほど大きいとはいえないことなどを考慮すれば，多少の制約が
あったとしても，従前の被告の行為について，直ちに不法行為が成立するとはい
え」ず，他の原告らとの関係においても， rある程度はやむを得ない」とする。
6) 本判決は， r本件テレビカメラは，公選上に相当広範囲にわたって設置し，その目
的も必ずしも限定されたものではないのであって，対象者の意思に反する場合も少
なくないと考えられるから，その設置，使用が一般に承認されているものとまでは
いいがたい。プライパシーの利益はJ，r他人がみだりに個人に関する情報を取得す
ること等を許さないことによってもたらされる人格的利益であるから，道路や公園
などの公開された場所で、は，居宅内などの閉鎖空間における無紡備な状態とは異な
り，誰に見られるかもわからない状態に身を委ねることを前提として，人はその状
況に応じて振る舞うなど，自ら発信すべき情報をコントロールできるから，その意
味では，その存在自体を見られることにより影響されるプライパシーは縮小されて
いるん「しかし，公道においても，遥常は，偶然かつ一過性の視線にさらされるだ
けであり，特別の事情もないのに，継続的に監視されたり，尾行されることを予測
して行動しているものではないのであって，その意味で，人は一歩外に出るとすべ
てのプライパシーを放棄したと考えるのは相当で、ない。同じく公共の場所とはいっ
ても，例えば病院や政治団体や宗教団体など人の属性・生活・活動に係わる特殊な
意味あいを持つ場所の状況をことさら監視したり，相当多数のテレビカメラによっ
て人の生活領域の相当広い範囲を継続的かつ子細に監視するなどのことがあれば，
監視対象者の行動形態，趣味・噌好，精神や肉体の病気，交友関係，思想、・信条等
を把握できないとも限らず，監視対象者のプライパシーを侵害するおそれがあるば
かりか，これと表裏の問題として，かかる監視の対象にされているかもしれないと
いう不安を与えること自体によってその行動等を萎縮させ，思想の自由・表現の自
由その他憲法の保障する諸権利の享受を事実上困難にする懸念の生ずることも否定
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できない。また，右のように特別な意味あいを持つ場所でなくても，例えば自宅の
前に警察の設置したテレビカメラがあり，往来の様子や路上での行動をいつ監視さ
れているかわからない状況に置かれた場合，なにがしかの不快感や圧迫感を受け，
自由に振る舞えない感情を抱くこともありうるが，特段の理由もなしこのような
不快感や圧迫感を与えることは，それだけでもプライパシーの利益を損なうおそれ
がある」という。
7) 本判決は， Iテレビカメラによる監視は通常外部から隔離された密室等で行われる
ものであるから，監視対象者の側からすれば使用方法の遵守如何を確認する術がな
しその設置者による使用方法の逸脱の危険性は無視できないから，現実に適正な
使用がされているか否かだけでなく，逸脱した使用がなされないような設置方法に
ついても配慮が求められるべきであり，設置目的や必要性のほか，監視対象場所の
特性(大交差点や大通りのように比較的匿名性が保たれやすい場所か，商店街のよ
うに財産の安全が強〈考慮されるべき場所か，病院や政治団体のように特殊な性格
を有する場所か)や代替手段にも配慮した設置状況の妥当性(性能，配置等)も考
慮されなければならない」という。
8) 本判決は，カメラ 5以外について， Iその用途は，主として，街頭における犯罪の
抑止と，い集事案や集団不法事案が発生した場合の発端事案の早期発見と措置を目
的とするものであると認められ，その目的には十分な正当性がある」という。
9) 本判決は， I街頭犯罪を抑止し，集団不法事案に発展する恐れのあるい集事案を早
期に把握し，適切な対策を講じ集団不法事案に発展した場合にも，その早期終息
に向けて有効な手だてを講じるために役立つのであれば，本件テレビカメラの設置
及びその使用は，十分に必要性が認められる」という。
10) 本判決は， I本件テνビカメラの目的は，い集事案や集団不法事案に対応すること
の方により重要性があると考えられ，街頭状況を概観できればその目的はある程度
達成できると考えられることからすれば，いささか過剰に設置されているきらいが
あるい被告が必要最小限にするために十分な検討をしたのかも疑問がないわけで
はないが，街頭犯罪の抑止目的も考慮すれば，未tE.裁量の範囲を逸脱するほどの不
当性があるとまではいえない」という。
11) 本判決は，犯罪抑止効果について， I刑法犯に限ってみれば，昭和46年を 100と
すると昭和 56年は 57，平成3年は 39と顕著な減少を示しておりJ，I社会情勢の変
化やテレビカメラ以外の地区対策の進展などによる成果の部分も相当あると考えら
れるが，テレビカメラによって直接的に犯罪行為等を捕捉することに加え，その存
在自体による犯罪抑止効果も注目に値するものがあるJ，I本件テレビカメラは，集
団不法事案等あいりん地区に特有の事態に対処するうえで相当の役割を果たしてい
るJという。
12) 本判決は， I本件テレビカメラは，西成警察署の防犯コーナーが中心になって管理
70 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義(五)
しているJ，I防犯コーナーは，本訴提起までテレビカメラの使用方法について特別
な取決めをしていなかったが，平成4年4月1日， w大阪府西成警察署防犯テレビ管
理要領』を作成し，本件テレビカメラ及びモニターの管理について，管理責任者，
管理担当者，取扱責任者及び取扱担当者を定め，使用目的を，泥酔者の保護，喧嘩
口論，火災，い集事案等の処理その他警察活動上必要がある場合と定めたJ，本件テ
レビカメラの使用状況は， I少なくとも管理要領が作成された後においては，何らの
事件・事故等の発生もないのに，長時間にわたり，特定人をズームアップして監視
したり，追跡するような使用方法がなされたとまでいうべき状況は見られない。し
かし，管理要領作成以前における使用実態は明らかではなしまたその後の平成4
年4月30日と 5月1日には，釜ケ崎メーデーの前夜祭及び当日の警戒のため， 4， 5 
時関連続して監視しているが，具体的な監視状況を被告側で何ら説明しておらず，
警察の関心からすれば，活動家等の動きを監視していた可能性は否定できない。と
はいえ，管理要領の作成の前後を問わず，具体的に不当な使用をしてきたと認める
に足りる証拠はない」という。
13) 阿部浩二・判評440(判時 1537)号232頁 (1995)。
14) 警備判例研究会・月刊治安フォーラム l巻9号 127頁 (1995)。
(同 「憲法 13条(人格的自律・私生活における平穏・
自己情報コントローノレ権)/具体的危険あり・プラ
イパシー権侵害」アプローチ
A 概要
これは，憲法 13条は，人格的自律，私生活における平穏が侵害されない
ように，人格権のー内容として，自己情報コントローノレとして捉えられるプ
ライパシーの権利を保障するが，同権利も公共の福祉のため制限を受けると
しつつ，問題となっている〔情報〕に対しては，運用上，抽象的な危険のみ
ならず，人格的自律を脅かす具体的な危険があり，プライパシーの権利を放
棄していない住民との関係において違法とし，原告の請求を認めるアプロー
チである。このアプローチのプライパシー権へのコミットは強<.プライパ
シー権へのマイナスのコミットは弱い。
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B 裁判例
(1) H-17. 5. 30 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)
国賠〉金沢地判平成 17年5月30日(判時 1934号3頁，②→H-18.12. 11 (識別【流
通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判)は，原告の主張一一住基ネット
の運用により憲法 13条によって保障される原告らのプライパシーの権利が
侵害され，あるいはその危険性がある一ーについて，プライパシーの権利
は，個人の尊重，人格的自律，私生活における平穏が侵害されないように，
人格権のー内容として，憲法 13条によって保障されるという。そして，近
年の IT社会の現実を考えるとプライパシーの権利を自己情報コントローノレ
として捉えるべきであり，本人確認情報は自己d情報コントローノレ権の対象と
なり， I住基ネットは，住民らの本人確認情報に対する自己情報コントロー
ノレ権を侵害している」という。 しかし， I自己r情報コントローノレ権も無制限
に保護されるわけではなく，公共の福祉のため必要ある場合には相当の制限
を受けるj とし， I行政上の目的を実現するために，立法によって，自己情
報コントローノレ権の対象となる本人確認情報を本人の承諾なく通知，保存，
提供するシステムを運用することが許される」かについて， I本人確認情報
の秘匿を要する程度J1)， Iシステムのセキュリテイ J2)，I通知，保存，提供
の態様が個人の人格的自律を脅かす危険の有無，程度を検討する必要があ
るj とする。そして，種々，検討し， I本人確認情報の一部は秘匿を必要と
する程度が相当高いし，住基ネットのセキュリティは，不正アクセスや情報
漏洩の具体的危険があるとまではいえないものの，抽象的な危険は否定でき
ないものであるし，住基ネットの運用によって個人の人格的自律を脅かす具
体的な危険があるから，住基ネットの運用によるプライパシーの権利の侵害
は，相当に深刻であJfJ， I住民が，プライパシーの権利を明示又は黙示に
放棄した場合はこれが許されることが明らかであるが，プライパシーの権利
を放棄していない住民との関係では，住基ネットの運用によって達成しよう
としている行政目的が正当であること，住基ネットを運用することについ
て，住民のプライパシーの権利を犠牲にしでもなお達成すべき高度の必要性
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があることを必要とする」という。結論として， r住基ネットは住民に相当
深刻なプライパシーの権利の侵害をもたらすものであり，他方，住民基本台
帳に記録されている者全員を強制的に参加させる住基ネットを運用すること
について原告らのプライパシーの権利を犠牲にしでもなお達成すべき高度の
必要性があると認めることはできないから，自己のプライパシーの権利を放
棄せず，住基ネットからの離脱を求めている原告らに対して適用する限りに
おいて，改正法の住基ネットに関する各条文は憲法 13条に違反するj と
し，原告らとの関係において，被告県及び被告地自センターに対する各差止
め請求を認容する。しかし，被告県及び同地自センターが住基ネットを運用
したことは国賠法上違法であるとの主張川被告国が改正法を施行したこと
が国家賠償法上違法だとの主張4)は斥ける。
(2) H-18.11.30 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉大阪高判平成 18年 11月
30日5)(判時 1962号 11頁，①→H-16.2.27(識別【流通1/(市)国賠〉大阪地判，③→ H-
20.3.6 (識別【流通】/(市)差止〉最 l判)は，控訴人の主張 住基ネットにより
原告らの個人情報を収集，管理又は利用することにより，憲法 13条の保障
する人格権，公権力から監視されない権利，自己情報コントローノレ権，平穏
生活権が侵害された一ーについて，私生活上の自由としてのプライパシーの
権利は，人の人格的自律ないし私生活上の平穏の維持に極めて重要なもので
あり，いわゆる人格権のー内容として，憲法 13条によって保障されている
とし，ネットワーク社会にあっては，自己のプライパシー情報の取扱いにつ
いて自己決定する利益(自己情報コントロール権)は，憲法上保障されているプ
ライパシーの権利の重要なー内容となっているという。そして，本人確認情
報のうち 4情報のプライパシー権性(自己情報コントロール権の対象性)につい
て，最2判平成 15年9月 12日(早稲田大学江沢民事件，民集57巻8号 973頁)
を援用して， r一般的には秘匿の必要性の高くない 4情報や数字の羅列にす
ぎない住民票コードについても，その取扱い方によっては，情報主体たる個
人の合理的期待に反してその私生活上の自由を脅かす危険を生ずることがあ
るから，本人確認情報は，いずれもプライパシーに係る情報として，法的保
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護の対象となり J，I自己情報コントローノレ権の対象となる」という。そし
て， I個人識別情報としての本人確認情報の性質を考慮すれば，その収集，
保有，利用等については， (1)それを行う正当な行政目的があり，それらが
当該行政目的実現のために必要であり，かっ， (2)その実現手段として合理
的なものである場合には，本人確認情報の性質に基づく自己情報コントロー
ノレ権の内在的制約により(もしくは，公共の福祉による制約により)，原則
として自己情報コントローノレ権を侵害するものではない」とするが， I本人
確認情報の漏えいや目的外利用などによる，住民のプライパシーないし私生
活上の平穏が侵害される具体的危険がある場合にはJ，1(2)の実現手段とし
て合理性がないものとして，自己情報コントローノレ権を侵害することにな
り，住基ネットによる当該本人確認情報の利用の差止めをすべき場合も生じ
る」という。そして，住基ネットの行政目的の正当性及び必要性については
肯認できるとするが，住基ネットによるデータマッチング等の危険性につい
て，その「危険は，抽象的な域を超えて具体的な域に達してjおり， I住民が
そのような事態が生ずる具体的な危険があるとの懸念を抱くことも無理もな
い状況が生じてjおり， I住基ネットは，その行政目的実現手段として合理
性を有しないものといわざるを得ず，その運用に同意しない控訴人らに対し
て住基ネットの運用をすることは，その控訴人らの人格的自律を著しく脅か
すものであり，住基ネットの行政目的の正当性やその必要性が認められるこ
とを考慮しでも，控訴人らのプライパシー権(自己情報コントローノレ権)を
著しく侵害するJ，I住基ネットの運用により，住民票コードをもって行政機
関に保有されている多くの個人情報がデータマッチングや名寄せされて利用
される具体的危険があるJI状態は，住基ネットを利用する住民の人格的自
律を著しく脅かす危険をもたらしているものといえるのであり，個人の人格
的自律の尊重の要請は，個人にとってだけでなく，社会全体にとっても重要
なものであることも合わせ考慮すれば，控訴人らが住基ネットから離脱する
ことにより生ずるJI障害等を回避する利益が，控訴人らの自己情報コント
ローノレ権により保護される人格的利益に優先するものとは考え難い。そうで
74 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義同
あれば，明示的に住基ネットの運用を拒否している控訴人らについて6)，住
基ネットを運用することJ["は，控訴人らに保障されているプライパシー権
(自己情報コントロール権)を侵害するものであり，憲法 13条に違反する」
とし，控訴人らの差止め請求のうち，住民票コードの削除請求を認容する。
しかし，大阪府知事に対する本人確認情報の通知差止め請求は棄却し7)，慰
謝料請求についても斥ける8)。
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権への強いコミット
(a) <識別【流通】〉
(対憲法 13条は，個人の尊重，人格的自律，私生活における平穏が侵
害されないように，人格権のー内容としてプライパシーの権利を保
障する
H-170 50 30 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
金沢地判は， ["他者に知られたくない個々人の私生活上の情報がみだりに他
者に開示されたり，他者が私事に属する領域に侵入してくる場合には，個人
の私生活における平穏が侵害されるのみならず，自らの生き方を自らが決定
するという人格的自律を脅かされることとなるから，このような，私事の公
開・私生活への侵入からの自由としてのプライパシーの権利は，憲法の基本
原理の 1つである『個人の尊重』を実現する上での要となる権利の lつで
あって，単に，不法行為法上の被侵害利益であるに止まらず，いわゆる人
格権のー内容として，憲法 13条によって保障されている」という。 H-180
11. 30 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉大阪高判は， ["個人の人格の尊厳は近代
民主主義思想の根底をなすものであり，憲法 13条は，そのような個人の尊
重，その生命・自由及び幸福追求という個人の人格的生存に不可欠の権利を
宣明し，公共の福祉の実現を任務とする国家も，これらの権利に最大の尊重
を払うべきことを要求している。他人からみだりに自己の私的な事柄につい
ての情報を取得されたり，他人に自己の私的な事柄をみだりに第三者に公表
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されたり利用されたりしない私生活上の自由としてのプライパシーの権利
は，人の人格的自律ないし私生活上の平穏の維持に極めて重要なものという
べきであるから，いわゆる人格権のー内容として，憲法 13条によって保障
されている」という。
(ゆ IT社会の現実を考えるとプライパシーの権利を自己情報コント
ローノレとして捉えるべき
H-17.5.30 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
金沢地判は， i近年， IT (情報技術)の急速な発達により，コンビュータに
よる膨大な量の情報の収集，蓄積，編集，伝達が可能となり，またインター
ネット等によって多数のコンピュータのネットワーク化が可能となった。公
権力や一般企業においては，これらを利用して広範な分野にわたる個人情報
が収集，蓄積，利用，伝達されているところ，このようなデジタノレd情報は，
半永久的に劣化しないで保存できること，瞬時に複製，伝達できて，短時間
に爆発的に増殖させることができること，複製されても，そのことが容易に
は判らず，伝達先を把握することはほとんど不可能で、あること，書き換えも
容易であり，書き換えられていることが外観上は判らないこと等の特性があ
り，一般の住民の聞には，自己の個人情報が自己の知らね聞に収集，利用さ
れることについては，これが漏洩等によって拡散し，悪用され，自己の私生
活の平穏が侵害されることへの不安が高まっており，実際に，個人情報の大
量漏洩や個人データの不正な売買といった事案が相次いで、社会問題化してお
り，住民の聞に強い不安をもたらしている。このような社会状況に鑑みれ
ば，私生活の平穏や個人の人格的自律を守るためには，もはや，プライパ
シーの権利を，私事の公開や私生活への侵入を拒絶する権利と捉えるだけで
は充分でなく，自己に関する情報の他者への開示の可否及び利用，提供の可
否を自分で決める権利，すなわち自己情報をコントローノレする権利を認める
必要があり，プライパシーの権利には，この自己情報コントローノレ権が重要
なー内容として含まれるj という 9)0 H-18.11. 30 <識別【流通】/(市)差止・国
賠〉大阪高判も同旨10)。
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同 4情報は，一般的には秘匿を要する程度が高いということはできな
し、ヵ-:;，....
H-17.5.30 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
金沢地判は， 1プライパシーに係る情報の中にも，思想，信条等の人格的自
律に直接関わるような秘匿の必要性の高い情報(固有情報)もあれば，そこ
までの秘匿の必要はない情報(外延情報)もあ」り， 1それらの保護の必要
性が一様のものであるとは考え難い。特に，本人確認情報は，公権力との関
係でみれば，他の地方公共団体や行政機関において行政目的実現のために必
要な範囲で個人識別情報として収集，保有，利用等する必要のある場合があ
るJ，14情報は，一般的には個人識別情報であって，その秘匿の必要性が高
いものではない」が， 1このような個人識別情報であっても，これを他者に
みだりに開示されないことへの期待は保護されるべきものである上，秘匿の
必要性は，個々人によって様々である」という 11)。また，住民票コードに
ついて， 1それ自体は数字の羅列に過ぎないが，住民票コードが記録された
データベースが作られた場合には，検索，名寄せのマスターキーになるもの
であるから，これを秘匿する必要性は高度である」という。 H-18.11.30(識
別【流通】/(市)差止・国賠〉大阪高判は，同旨。
同住民票コードをマスターキーのように使って名寄せされる危険性が
飛躍的に高まった
H-17.5.30 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
金沢地判は， 1本訴において，住基ネットのセキュリティが不備で，本人確
認情報に不当にアクセスされたり，同情報が漏洩する具体的危険性があるこ
とが立証されたとまでいうのは困難j とするが，住基ネットによって， 1す
べての住民の本人確認情報は，被告地自センターのコンピュータで一元的に
保存されるとともに，国の機関や法人，都道府県知事や市町村長に対して提
供される。提供される事務は，住基ネットの l次稼働が始まった平成 14年
8月5日時点、では 93事務であったが，同年 12月6日に成立した行政手続き
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オンライン化3法によって， 264事務に拡大された。提供を受ける事務は，
法律及び条例の制定，改正によって，今後も更に拡大されることが予想され
る。提供される本人確認情報には，住民票コードが含まれている。すなわ
ち，被告地自センターから本人確認情報の提供を受ける行政事務に関する
データベースには，個人の情報に住民票コードが付されることになるから，
これによって，そのデータベース内における検索が極めて容易になる。しか
し，それだけに止まらず，これによって，行政機関が持っている膨大な個人
情報がデータマッチングされ，住民票コードをいわばマスターキーのように
使って名寄せされる危険性が飛躍的に高まったん「また，住民が住基ネット
の便益を享受するために必要な住基カードは， ICカードで，大容量のデー
タ蓄積機能があり，氏名，住所，生年月日，性別，住民票コードが記録され
ているJrほか，公的個人認証アプリケーションがプレインストーノレされ，
更に，市町村長その他の市町村の執行機関は，条例によって，住基カードを
様々な目的に使用できるJ12)， r行政機関の保有する膨大な住民「情報に住民
票コードが付され，データマッチングがなされ，住民票コードをマスター
キーとして名寄せがなされると，住民個々人の多面的な情報が瞬時に集めら
れ，比織的に言えば，住民個々人が行政機関の前で丸裸にされるが如き状態
になる。これを国民総背番号制と呼ぶかどうかはともかくとして，そのよう
な事態が生ずれば，あるいは，生じなくとも，住民においてそのような事態
が生ずる具体的危険があると認識すれば，住民 1人 1人に萎縮効果が働き，
個人の人格的自律が脅かされる結果となることは容易に推測できる。そし
て，原告らが上記事態が生ずると具体的危険があると認識していることにつ
いては相当の根拠がある」という。 H-18.11.30<識別【流通】/(市)差止・国
賠〉大阪高判も，同旨13)。
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(2) プライパシー権への若干の弱いマイナスのコミット(対抗利益へのコ
ミット他)
(a) <識別【流通】〉
的住民の便益と行政事務の効率化は，住基ネットの目的として一応の
理由はある……
H-17.5.30 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
金沢地判は， r住基ネットの目的については，様々な疑問もないではない
が，一応の理由はあり，正当なものと評価できないではないj とする。しか
し，目的とされる「住民の便益Jと「行政事務の効率化jへのコミットは弱
し rw住民の便益』とプライパシーの権利は，いずれも個人的利益であり，
そのどちらの利益を優先させて選択するかは，各個人が自らの意思で決定す
るべきものであり，行政において，プライパシーの権利よりも便益の方が価
値が高いとして，これを住民に押しつけることはできないj とし， r便益
は，これを享受することを拒否し，これよりもプライパシーの権利を優先さ
せ，住基ネットからの離脱を求めている原告らとの関係では，正当な行政目
的たり得ない」という。さらに，行政事務の効率化については， rこれは，
行政にとって重要な政策課題であって，昨今の国及び地方自治体の厳しい財
政事情やIT技術の急速な発展に伴って世界的規模で生じている社会経済構
造の変化に適確に対応する必要があること等に照らせば，正当な行政目的で
あることは肯認できる」とするが， r行政事務の効率化とは，突き詰めれば
経費削減であるJ，r住基ネットは，長期的に見て，住基カードが幅広く普及
し，提供事務が大幅に拡大すれば経費削減効果が期待できないとまではいえ
ないが，その効果の程度は未知数といわざるを得ない。経費削減のために
は，適切な人員配置，必要性の乏しい公共事業の縮小，その他行政全般にわ
たって様々な改革の努力が必要で、あり，住基ネットにその効果があるとして
も，それはその一翼を担うものにすぎないし，住基ネットがなければ達成で
きないものとも考えがたい。また，電子政府，電子自治体の実現は，短期的
な経費削減効果の有無を超えた価値を持つというべきであるが，そのために
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住基ネットが必要不可欠とまで言えない」という 14)。他方， H-18.11.30 (識
別【流通】/(市)差止・国賠〉大阪高判は， r住基ネットの導入による住民サー
ビスの向上や行政事務の効率化(経費削減)がどの程度実現できるかについ
ては不透明なところがあり，特に市町村に求められる効率化以上の負担を課
すというところもなきにしもあらずという実態が窺えるがJ，r住民サービス
の向上及び行政事務の効率化に役立つところがあることも否定できないとこ
ろであり，住基ネットの行政目的の正当性及び必要性は，これを肯認するこ
とができるj とし，より，目的にコミットする。
(3) 司法哲学
積極的な司法観が窺える。
D このアプローチをめぐって
(1) H-17.5.30 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)
国賠〉金沢地判は，住基ネットの目的と必要'1生を検討し，住基ネット離脱希
望者に対するプライパシー侵害に焦点をあて，離脱希望者への適用を違憲と
した。本判決について，①「本件で提起されている問題に重要な憲法問題が
含まれていることを正面から受け止め，私事の公開・私生活への侵入からの
自由としてのプライパシーの権利が，人格権のー内容として憲法 13条に
よって保障されており，そのプライパシーの権利に，自己情報コントローノレ
権が重要なー内容として含まれていることを明確に認めたん②「本人確認
情報についてもプライパシー性を認め，自己情報コントローノレ権の対象とな
ることを認め7こJ，③「自己情報コントローノレ権の制約が許される要件を明
確にし，住基ネットがその要件を満たしているかどうかについて詳細な検討
を加えたん④「プライパシーの権利を放棄せず，住基ネットからの離脱を
求めている原告らに適用する限りにおいて，改正住基法の住基ネットに関す
る諸規定が憲法 13条に違反しているとの結論を明確に述べた」等の点を評
価するコメント 15)，r本判決は住民票コードによる名寄せの危険性を指摘し
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つつ，本人確認情報の法的保護に重きをおいたj，i本判決では，住基ネット
の行政目的について詳細に検討を加え，その便益を『住民の利益』等とする
が， w住民の便益』とプライパシー権とは両者とも個人的利益であるとし，
後者の保護を望む場合それが優先するとして原告の住基ネットからの離脱を
認めた。個人的利益の視点から両者を比較考量するこうした裁判所の思考
は，行政の考える住基ネットの意義を相対化させることにもなり興味深い。
一方で本判決は，原告の情報に関する限り差止めを認めたことから，住基
ネットの全体としての違憲性をどのように考えるべきかが問題となるj16)と
するコメント， iそもそも，住民番号が納税番号や社会保障番号としての機
能をもたない今日，住民の便益や行政事務の効率化の利益はさして大きくな
い。一方，住民番号が行政の多様なデータベースと結合することでその利便
性と効率性が増大する時代がくるとすれば，そのぶんプライパシー侵害の危
険性が増大するというジレンマを住基ネットは抱えている。住基ネットのも
たらす利益と危険性のいずれが大きいかというものさしは，今後もその時々
の機能と技術レベノレにより変わり得るが，今後の参考になりうるj17)という
コメント， i今回の判決は住基ネットの制度そのものを違憲としたものでは
ないし，住基ネット全体の運用を差し止めるというものでももとよりない。
しかし，このことは判決によって，プライパシーを放棄せず，離脱を求めた
原告との関係以外では，住基ネットの制度が合憲，合法のお墨付きがえられ
たものと解すべきではない。判決は，一般にプライパシー権が放棄されうる
事態も確かに認めているが，離脱を求めた原告以外の人たちとの関係で， こ
の権利が放棄されたとも，住基ネットの制度が合憲とも明示していないj，
「今回の判決を機に，住基ネットをこのまま推進すべきかどうか，改めて国
民的な議論を巻き起こすなかで，個人や自治体の選択権の承認を固に迫ると
ともに，住基ネットそのものの廃止の可能性も探っていく必要がある。さら
には，住基ネットだけでなく，監視カメラの増殖など監視社会にひた走るこ
の国への警鐘でもあるとこの判決を受けとめるべきではないかj18)とのコメ
ント等がある。
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(2) H-18.11. 30 <住基/市(差止/国賠))大阪高判は，住基ネットの目的
の正当性を認めつつ，住基ネットによるデータマッチング等の具体的な危険
性を認定し，適用違憲のアプローチを用い，住基ネットから離脱を認めた。
「本判決は，結論として住基ネットの合憲性を認めているが，住基ネットシ
ステムに何ら問題がないと判断しているものではないであろう。本判決は，
住基ネット制度の運用いかんによっては個人のプライパシーの権利が侵害さ
れ，憲法 13条違反になる可能性や，住基法が規定する第三者機関の役割に
ついても議論があり得ることも指摘しており，住基ネットの危険性も十分に
認識し，それについて警鐘を鳴らしていると解することができょうJ19)との
コメント，本判決は， I現在の状態ではなく将来の『危険』を基準にして，
違憲違法のプライパシー侵害という判断を下しているん「しかし，違憲論
は，現在の状態を基準にして主張されるべきものであり，“将来こうなるお
それがあるヘという理由で行われるべきものではないであろうん「一般論
としては， w具体的危険』を『現在』に引き寄せて理解しうることについて
は異論はない。しかし，現在の状態に準じるといえない場合についてまで
『具体的危険』を認定するのは，差し控えるべきであろうj との批判20)があ
る。
注
1) 本判決は， I社会通念上，誰もが，自ら開示する以外には強〈秘匿を望む情報か，
できれば秘匿したいという程度の情報か」と問う。
2) 本判決は， I通知，保存，提供することによって第三者が本人確認情報に不正にア
クセスしたり，情報が漏洩する危険がどの程度あるか」と問う。
3) 本判決は，知事の行為は国賠法上違法との主張について， I改正法については，国
民各層に，憲法違反であるとの意見から積極的に推進すべきであるとの意見まで，
様々な意見があり，当裁判所は，離脱を表明する者の本人確認情報を通知，保存，
提供する限度で、憲法に違反すると考えるものであるが，これが憲法違反であること
が誰の目にも明らかであるとは到底認めることができJない，として斥ける。被告
地自センターが原告らに不法行為をなしたとの主張については，原告らの本人確認
情報を国の機関の法人等へ提供した行為を違法と判断するものの，センターとして
は，そのことを認識できなかったとし，故意過失の存在を否定する。
4) 本判決は，改正法附則1条 2項には， Iこの法律の施行に当たっては，政府は，個
82 
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義伍)
人情報の保護に万全を期するため，速やかに，所要の措置を講ずるものとする。」と
の規定があること，他方，附則 1条柱書には，一部の規定を除いて，公布の日から
起算して 3年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することが定めら
れていることを指摘し， Iこれらはいずれも立法府の意思だったのでありJ，I立法府
は， w所要の措置』を講ずることよりも，公布の日から起算して3年以内に施行する
ことを優先したと考えざるを得ない」とし， Iその施行に関与した小泉内閣総理大臣
の行為が国家賠償法上違法と評価されるいわれはないj という。
5) 既に述べたように(((消極主義II))β(→注 1)参照)，本件は，控訴人らが，住基
ネットによりプライパシーの権利等の人格権を違法に侵害され，精神的損害を被っ
たと主張し，居住する各市に対し国賠を請求した事件である。 4名は， 2審におい
て，居住地の市に対し，上記権利に基づく妨害排除請求として住民基本台帳からの
住民票コードの削除(住民の住基ネット離脱請求)，及び上記権利に基づく妨害予防
請求として住基ネットを使用して本人確認情報を大阪府知事に通知することの差止
めを追加請求した。
6) 本判決は， I控訴人らは，住基ネット全体の運用の停止を求めているのではなし
住基ネットからの離脱を求めているにすぎないところ，住基ネットは全住民を対象
として構想，構築されていることから，一部の者の離脱を認める場合には，住基
ネットの目的の完全な達成が阻害されることになり，また，離脱者の把握のための
コストが必要となることになるということはいえるが……」と述べ，一部の者が離
脱した場合のコストに言及している。
7) 本判決は， I大阪府知事に対する通知の差止めは，行政機関の行為で，法律に基づ
〈行為であるが，国民に対して権利を設定し，義務を課し，その他具体的な法律上
の効果を発生させる行為(処分)ではなく，事実行為であり，行政事件訴訟の差止
めの訴えによって救済を求めることができない」という。
8) 本判決は， I被控訴人らの各市長は，地方自治体の執行機関として，住基法に従っ
て住基ネットを運用したものであり，改正法の住基ネットについては国民各層に
様々な意見があったこと(周知の事実である。)を考慮すれば，被控訴人らの各市長
において，改正法の控訴人らに対する適用が憲法に違反する無効のものであること
を認識し得たとは認められない」として，各市長の行為が国家賠償法上違法である
とは認められないという。
9) 本判決は， Iコントローノレ権が認められる情報としては，思想，信条，宗教，健康
等にかかわるいわゆるセンシティブな情報を挙げることができるが，その外延は明
らかでない。しかし，それは，今後の具体的な事例の積み重ねの中で自ずと明らか
になっていくもので，外延が明らかでないからといって，自己情報コントロール権
自体を認めるべきではないとは解せられない。また，自己情報コントローノレ権から
派生すると解されている開示請求権，訂正請求権がいかなる場合にいかなる要件で
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認められるかは困難な問題であるが，これも具体的な事例の中で検討されるべき問
題であって，これが明確でないからといって，自己情報コントロール権自体を認め
るべきではないとは解せられないj という。
10) 本判決は， I自己の私的事柄に関する情報(個人情報)が，自己の知らないうち
に，他者によって勝手に収集，利用されるということが行われれば，民主主義社会
における自己責任による行動の自由(人格的自律)や私生活上の平穏が脅かされる
ことになる。他方，社会の変化に伴い個人情報の取り扱われ方は変化していく。と
りわけ，情報通信技術が急速に進歩し，情報化社会が進展している今日において
は，コンピュータによる膨大な量の情報の収集，保存，加工，伝達が可能となり，
また，インターネット等によって多数のコンビュータのネットワーク化が可能とな
り，人は自己の個人情報が他者によってどのように収集，利用等されるかについて
予見，認識することが極めて困難となっている。このような社会においては，プラ
イパシーの権利の保障，それによる人格的自律と私生活上の平穏の確保を実効的な
ものにするためには，自己のプライパシーに属する情報の取扱い方を自分自身で決
定するということが極めて重要になってきており，その必要性は社会において広〈
認識されてきているん「今日の社会にあって，自己のプライパシー情報の取扱いに
ついて自己決定する利益(自己情報コントローノレ権)は，憲法上保障されているプ
ライパシーの権利の重要なー内容となっている」という。
11) 本判決は， Iストーカー被害に遭っている人にとっては住所について秘匿されるべ
き必要性は高いし，性同一性障害によって生物学的な性と異なる性で社会生活を
送っている人にとっては性別について秘匿されるべき必要性は高いJ，I通名で社会
生活を送っている人のうちには，それが戸籍上の氏名でないことを知られたくない
人がいるであろうし，生年月日をむやみに人に知られたくないと思う人は少なくあ
るまい」という。変更情報について，それは， I婚姻，離婚，養子縁組，離縁，氏名
の変更，戸籍訂正等の身分上の重要な変動があったことを推知させるものであるか
ら，これらを秘匿する必要性も軽視できない。そうすると，本人確認情報は，い
ずれもプライパシーにかかる情報として，法的保護の対象となるというべきであり
(早稲田大学事件最高裁判決参照)，自己情報コントロール権の対象となる」とい
つ。
12) 本判決は，市町村が提供するサービスとして， 1[1)証明書自動交付機を利用して，
住民票の写し，印鑑登録証明書その他の証明書の交付を受けるサービ、ス， [2J申請
書を自動的に作成するサービス， [3J検診，健康診断又は健康相談の申込，結果の
照会等を行うサービス， [4J事故，急病等で救急医療を受ける場合，あらかじめ登
録した本人情報を医療機関等に提供するサービス， [5J災害時等において，避難者
情報の登録，避難場所の検索等を行うサービス， [6J公共施設の空き照会，予約等
を行うサービス， [7J図書館の利用，図書の貸出等を行うサービス， [8J健康保
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険，老人保健等の資格確認を行うサーヒ、ス， [9J介護保険の資格確認等を行うサー
ビス， [lOJ高齢者等の緊急通報を行うサービス， [l1J病院の診察券等として利用
するサービス， [12J商底街での利用に応じ，ポイント情報を保存し，これを活用す
るサービス， [13J公共交通機関の利用に係るサーピ、ス， [l4J地域通過，電子福祉
チケット等に係るサービス， [l5J公共料金等の決済に係るサービス等が考えられて
いるJという。
13) 本判決は，技術的側面，人的側面で， I現時点において，住基ネットのセキュリ
ティが不備で，本人確認情報に不当にアクセスされたりして，同情報が漏えいする
具体的危険があるとまで認めることはできない」としつつ， I行政機関においては目
的外利用が可能な場合もあるが，それらの外延が明らかであるとはいえず，その外
延目的情報については複数の行政機関の聞で関連性が競合することがあることも十
分予想され，そうなれば各行政機関の間でデータマッチングが進められ，現在の住
基ネットのシステムの上で、は一元化の主体機関は存在しないことから，個人情報の
完全な一元化までの具体的危険があるとはいえないにしても，行政機関が個別に保
有する個人情報の範囲が拡大して，少数の行政機関によって，行政機関全体が保有
する多くの部分の重要な個人情報が結合・集積され，利用されていく可能性は決し
て小さくないJ，I住基ネットの運用により，住民票コードをもって行政機関に保有
されている多くの個人情報がデータマッチングや名寄せされて利用される具体的危
険があるH状態は，住基ネットを利用する住民の人格的自律を著しく脅かす危険を
もたらしているJ，I住基ネット制度には個人情報保護対策の点で無視できない欠焔
があるといわざるを得ず，行政機関において，住民個々人の個人情報が住民票コー
ドを付されて集積され，それがデータマッチングや名寄せされ，住民個々人の多く
のプライパシー情報が，本人の予期しない時に予期しない範囲で行政機関に保有さ
れ，利用される危険が相当あるものと認められる。そして，その危険を生じさせて
いる原因は，主として住基ネット制度自体の欠陥にある」という。
14) 本判決は， IIT立国は，我が国の国家戦略であり，インターネットの急速な普及
という社会情勢の中で，行政手続における申請，届出のオンライン化の推進は大き
な政策課題であるということができるところ，その基盤の 1っとしての公的個人認
証サービスにおいて住基ネットが重要な役割を果たしている」とするが， I都道府県
センターが失効情報を把握するためには，住基ネットを介さなくとも，市町村から
直接提供を受ければ足りるし，電子署名の格納媒体は住基カードである必要はない
から，公的個人認証サービスに住基ネットが不可欠であるとは言い難い。しかも，
外国人や，オンライン申請，届出の必要性が高いと思われる企業には住基ネットシ
ステムは使えないから，これらについては別なシステムを使う必要があること，既
に『電子署名及び認証業務に関する法律』も制定されていて，オンライン申請，届
出に民間事業者が発行する電子証明書を使うことが可能であること等を併せ考える
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と，オンライン申請，届出のために，公的個人認証サービスが必要不可欠であると
も言い難い」という。
15) 右崎正博・法セミ 610号 62-63頁 (2005)。同コメントは， r住基ネットをめぐる
憲法論議は，今後もつづくことになるが，この判決を契機に，住基ネットのあり方
について個人や自治体の同意による選択方式の採用を真剣に考慮するとともに，住
基ネットそのものの存続の是非についても改めて国民レベルで議論し直す必要があ
る」という。同 64頁。
16) 新井誠・法教306号別冊附録(判例セレクト 2005)3頁。
17) 近藤敦・法セミ 611号 116頁 (2005)。
18) 田島泰彦・法時77巻9号4頁 (2005)。
19) 佐伯彰洋・ジュリ臨増 1354号(平成 19年度重要判例解説)44頁 (2008)。
20) 内野正幸・判時 1984号(判評587号)169頁 (2008)。
《積極主義 I)
積極主義Iのアプローチは，見られない。
《積極主義 II) 
積極主義IIのアプローチは，見られない。
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